




かつしか青色会報 令和7年（2025年）4・5月合併号 （３） 

所得税及び復興特別所得税 消費税及び地方消費税 

令和７年４月２３日（水） 令和７年４月３０日（水） 

※所得税及び復興特別所得税を延納された方は６月２日（月）が振替日となります。 

※残高不足等で振替ができなかった場合には、法定納期限の翌日から納付の日までの延滞税がかかります。 

青色共済は入院１日目から給付となりますが、入院見舞金の手続きには期限があります。 

下記対象期間に入院をされ、まだ手続きをしていない方は青色申告会までご連絡ください。 

令和７年４月３０日までのご請求 令和７年５月１日以降のご請求 

令和４年５月１日以降のご入院 令和５年５月１日以降のご入院 

令和７年度の税制改正（案）に、情報番組等で話題の「年収の壁の見直し」について

明記されています。 

会報作成時には法律が成立していないため、下記は税制改正（案）の内容になります。 

成立後の内容は次号（６・７月合併号）で詳しく掲載いたします。 

個人事業主の方に関わる改正内容（案） 

①基礎控除額の引き上げ 

令和７年分より基礎控除額が４８万円から５８万円に引き上げられます。 
※年収２００万円以下の場合には基礎控除額を９５万円（３７万円上乗せ）とする修正法案が、３月４日に 

※衆院を通過しています。 
 

②給与所得控除額の引き上げ 

令和７年分より給与所得控除額が５５万円から６５万円に引き上げられます。 
 

③特定親族特別控除（仮称）の創設 

１９歳～２２歳までの大学生年代の子等の扶養親族が、給与収入１２３万円（合計所得金額５８万円）を超えてしまった

場合でも、段階的に所得控除が適用できます。 

年収の壁につながります 

①と②の改正が 

 



かつしか青色会報 令和7年（2025年）4・5月合併号 （４） 

インボイス制度が導入されてからは、免税事業者等の適格請求書発行事業者以外の者

から行った課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用を受けることができません。 
 

しかし、制度開始後６年間は、免税事業者等からの課税仕入れについても、仕入税額

相当額の一定割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。 
 

※簡易課税は消費税の計算にあたり「仕入税額控除」ではなく「みなし仕入率」を使用するため、簡易課税の方 

※にはこの経過措置による影響はありません。 

課税事業者の方の消費税額の計算において、免税事業者等への経費の支払いは、

令和７年分までは仕入税額控除として８０％認められます。 

しかし、令和８年分は１０月１日からの３ヶ月分は５０％となってしまいます。 
 

下記に課税状況等ごとにこの経過措置による影響や対策等をまとめました。 

内容をご確認いただき、記帳相談会をご利用ください。 

仕入や外注費、店舗の地代家賃等、支出金額の多い経費の支払先に免税事業者が多い方は特にご注意ください。 

令和８年分は１０月１日から仕入税額控除が５０％となってしまうため、消費税の納税額が増える可能性があります。 
 

この機に簡易課税を検討してみませんか？ 

簡易課税の計算方法は、実際の経費の支払い（仕入税額控除）ではなく、売上の消費税額に対して、業種に応じて

定められた割合（みなし仕入率）を経費で支払った消費税額とみなす「業種によるざっくりな計算方法」です。 

そのため、経費の支払先が適格請求書発行事業者かどうかを問わず、上記の経過措置の影響を受けません。 
 

※令和８年分から簡易課税に変更する場合、令和７年１２月３１日までに届出の提出が必要です。 

２割特例とは、インボイス制度の導入を機に免税事業者から適格請求書発行事業者となった方のために設けられた

時限的な負担軽減措置です。 

令和８年分まで適用することができ、令和９年分からは本来の計算方法で消費税申告を行う必要があります。 
 

令和９年分に消費税申告に向けて今から備えませんか？ 

消費税の計算方法には「本則課税」と「簡易課税」があります。 

本則課税と簡易課税では記帳方法も異なり、計算方法の違いから納税額にも大きな差が出る場合があります。 

取引先等は、あなた（免税事業者等）への経費の支払いについて、現状では仕入税額控除として８０％認められている

ため、あまり目立った動きがないのかもしれません。 

令和８年１０月１日を見据え、取引先等から適格請求書発行事業者になることへの声掛けや値引き交渉等が行われる

可能性を考慮しておきましょう。 
 

インボイス制度について、内容を把握しておきませんか？ 

適格請求書発行事業者になるためには事前の登録申請が必要ですが、申請には期日があるため、申請後すぐに適格

請求書発行事業者になることはできません。 

また、適格請求書発行事業者になると消費税申告はもちろんのこと、登録番号が発行されたら請求書等の仕様変更も

行う必要があります。 

 






